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第１ 給食の運営と組織 

給食は子どもの心身の成長・発達と健康の保持増進に必要な食物を共有するとともに、給

食を通じて正しい食習慣の定着を図るなど精神面、身体面、教育面、それぞれで大きな役割

を果たす保育の重要な部門です。 
給食の運営にあたっては、施設長の責任のもと、管理栄養士・栄養士、調理師・調理員、

保育士、看護師等全職員が協力し、取り組むことが必要です。 
  
１ 給食運営会議 
 

給食の目的を達成するためには、施設長をはじめ給食部門、保育部門の連携のもと、給

食運営会議において施設として計画・実践・評価と改善を行いながら運営することが重要

です。施設長のリーダーシップのもと、給食の方向性を示し、栄養管理をすすめていくこ

とが必要です。 
  会議は月１回程度開催し、議事録や資料の整理を正確に行い、給食の運営に活用します。 
 
（１）給食運営会議の役割 

    給食運営会議は以下のような役割を担うことが重要です。 
ア 栄養管理に関する基準等の決定 
イ 献立や給食内容等についての意見交換 
ウ 子どもたちのアセスメント・モニタリング等についての企画・評価 
エ 個別対応が必要な子どもへの対応の検討・評価（肥満・やせ・アレルギー食・

離乳食等） 
オ 給食の衛生管理の検討 
カ 食育の計画・実施・評価 
キ その他給食運営に関することの検討 
      

 （２）給食運営会議の構成 

     施設長 
給食関係者（管理栄養士、栄養士、調理師、調理員） 
保育関係者（主任保育士、保育士） 
看護師、保健師 

     事務職員 等 
 （３）記録と活用 

     会議の記録や資料の整理を正確に行い、給食の運営に活用します。 
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２ 給食関係者の配置  
 

給食関係者の人員は、給食の品質向上、衛生管理が十分行えるのはもちろんですが、離

乳食やアレルギー等の配慮が必要な子どもの状況に応じた対応ができるよう、適正な配置

をする必要があります。 
給食責任者は管理栄養士・栄養士があたることが望ましいですが、配置されていない場

合には、それに代わるもの（調理師・調理員）が責任者となり、必要に応じて保健福祉事

務所等の管理栄養士・栄養士の指導を受けることが必要です。 
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第２ 事務管理 

 
１ 給食事務 

 
給食事務は、給食業務を円滑にするための手段であり、最小の事務量で最大の効果を

あげるよう効率的に処理することが大切です。そのため、給食関係帳簿類は、給食の円

滑な運営と栄養管理の実態が十分把握されるよう、効率的に設計し、適切に記録・整理

し、活用することが重要です。 
  給食関係帳票類は、特に定められた場合を除き３年間保存します。 
 
２ 整備すべき帳簿類 
 
（１）運営管理に必要な帳簿 

   ・給食運営会議録 
   ・保育所給食栄養報告書 （５月分、１１月分を管轄する保健福祉事務所に提出） 
   ・食育に関する記録 
 
（２）栄養管理に必要な帳簿 

   ・乳幼児の成長曲線 
   ・体格の評価及び推定エネルギー必要量算出表 

・給食における給与栄養量の基準算出表 
   ・主食量調査表 
 ・喫食状況調査表 
・個別対応と成長の記録    

    ・食品構成表・荷重平均成分表 
・月間予定献立表 
・予定・実施献立表（給食日誌） 
・離乳食・アレルギー等個別対応食献立表（予定・実施献立表に記載しても可） 

    ・使用食品日計表 
 

（３）作業管理に必要な帳簿 

    ・発注書 
    ・納品書 

・給食物資出納簿 
・スキムミルク受払簿 
 
 

＊利用頻度の高い様式例を、 
佐賀県ホームページに掲載しています。 
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（４）特別な対応が必要な場合の書類 

・食物アレルギー指示書（「保育所におけるアレルギー性疾患指導票」参照）  
・食事連絡票 

クラス担任の保育士等との間に特別な対応の内容について協議し、その記録を

残しておく。 
 

（５）衛生管理に必要な書類 

・健康診断、検便の記録簿 
・従事者の健康管理記録簿 
・施設の衛生管理記録簿 
・食材・料理の温度管理記録簿 
 

 ３ 記載要領  
    

（１）食品構成表・荷重平均成分表 

    給与目標栄養量に見合った食品構成により、栄養素が充足されると推測される

ので栄養計算を省略することができます。 
ア １～２歳児、３～５歳児ごとに作成します。 

３～５歳児は家庭から持参する米飯の量を考慮します。 
  イ 給与目標栄養量を満たす食品群の組合せを設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

「荷重平均成分表」 

〇「荷重平均成分表」とは、一定期間の実施献立から食品別数量を求め、各食品群ごとに食品

の使用量及び構成比率を求めます。この比率を重量（g）に置き換えて、それぞれの栄養量を

算出し、これを合計すれば 100g 当たりの食品群別荷重平均成分値が求められます。 

〇栄養・給食管理システムを導入している場合は、システムで保育所給食での食品の使用実績

から自動的にその保育園の荷重平均成分表が作成が可能になっていることが多いので確認し

ましょう。 

〇献立作成時の目安となる食品構成が、保育所給食の栄養素等の給与目標量を満たしているか

を「荷重平均成分表」を使って確認します。 

〇なお、栄養・給食管理システムが導入されている場合は、献立作成時の栄養計算は、日本食

品標準成分表を用いて、食品群ではなく、各食品ごとに栄養計算します。 

〇荷重平均成分表を用いて予定献立の栄養価算定をした場合は、例えば、鉄の補給のためにレ

バーを多用しても、あくまで「肉類」の食品群を摂取したことにしかならず、鉄分補給の工

夫が現れず、適切な献立の評価がしにくくなります。 

〇「荷重平均成分表」は、施設毎に食品の使用頻度に適応したものを作成することが理想です

が な 合 食 使 度 差が な 隣 地域 作成さ 代 ます
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（２）月間予定献立表 

  あらかじめ予定献立をたて、献立の組み合わせ、材料等のバランスをみましょう。 
 

（３）予定・実施献立表（給食日誌） 

ア 献立表は給食を行う場合の最も基本となる書類であり、食事給与の計画表とし

て給食担当者が立案・作成します。その際、「３～５歳児」と「１～２歳児」の献

立は区分することが原則ですが、同一献立の場合は「共通献立」として処理しま

す。 
イ 献立計画は通常１か月単位で作成し、施設長（上司）の承認を得ます。 
ウ 「購入量」の欄は、廃棄量も含めた購入量を記入します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
エ 「食品群別摂取量」は当日給与した食品の１人当たりの可食量を３～５歳以上児

と１～２歳未満児別に分けて記入する。（使用食品日計表に転記するため、正確に記

入する。） 
オ 予定人員と実施人員を比較して増減の差が 10%以内であれば予定献立を実施献立
とみなして差し支えありませんが、10%以上の時は純摂取量を求め、予定献立の数
量を訂正して実施献立とします。予定献立の一部が変更した時は、変更の箇所を朱

書きします。 
カ 予定献立表は給食実施後に実施献立表として保存し、翌年同時期の献立作成の参

考として役立てます。 
キ 「給食日誌」は、検食の結果、反省、特記事項等を記入し、給食向上の資料とし

て活用します。 
 
（４）使用食品日計表 

献立の内容を「食品構成」と「食品群別摂取量」で比較して、評価、判定を行います。 
食品構成を満たすことが難しい食品群は、慢性的に不足する傾向にあるため、予定献

立作成の段階で、食品構成を満たす献立内容にしておくことが重要です。 
ア 毎月「１～２歳児」、「３～５歳児」別に作成します。 
イ 献立表の食品群別摂取量より転記し、１か月の平均を算出し、食品構成と比較し

ます。食品構成の数量に満たないものは、次回の献立を考慮します。 

＜購入量の算出例＞ 

（例）じゃがいも 60g（可食部）使用の場合  
じゃがいもの廃棄率は 10% 
 

        正味重量（60g）  
購入量＝           ×100＝66.6≒67g 

       100―廃棄率（10%）  
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（５）給食物資出納簿（在庫食品受払簿） 

当日消費の食品については省略し、貯蔵して使用する食品について、それぞれの食

品の受払いを明らかにする。受払いの方法は、単位ごと（例えば醤油１本、砂糖１㎏

等）に記入します。月計、累計を記入し、帳簿数量と在庫量の照合を行います。在庫

食品は虫害、変質等がないよう保管します。 
 

（６）保育所給食栄養報告書 

保育所での児童に対する栄養給与の状況を把握するものであって、健康増進法第 
２４条第１項及び佐賀県健康増進法施行細則第４条の規定により提出が求められてい

ます。 
ア ５月分と１１月分に実施した給食について栄養報告書を１部作成し、それぞれの

月の翌月１０日までに、管轄保健福祉事務所長に提出します。 
  イ 給食延数は、１か月間の延数を記入します。 
  ウ 献立名は、月初めの月～土曜日の６日間とし、その間に行事等通常の給食が営ま

れない場合は、翌週の月曜日をあてて６日間とします。 
  エ 単価は１か月間の平均単価を記入します。 

オ 給与食品量のうち、給与目標量は食品構成表より、給与量は使用食品日計表から

算出した１か月の平均値を記入します。 
カ 給与栄養量のうち、給与目標量は「給食における給与栄養量の基準算出量表」（第

2章 p5～p11参照）より、給与量は、コンピューターで栄養管理を行い、食品標
準成分表によって栄養価算定が可能ならばその値を求めます。 
そうでないところは、荷重平均成分表に使用食品日計表から算出した 1 か月の平
均使用量をかけて求めます。 

 

（７）その他  

   ア 発注書 
食品名、数量、納入日時が必ず記入され、業者と施設両方に控えが残るように作

成します。 
   イ 納品書 

業者から納入された食品は、一品ごとに検収（発注書と現物の照合及び納品書と

の照合）をし、食品名、数量、単価、金額が記入された納品書を整備します。 
ウ スキムミルク受払台帳 

公益財団法人児童育成協会児童給食事業部から保育所に配分されている脱脂粉乳

は関税暫定措置法（昭和 35年法律第 36号）による免税品であるので、一定の様式
の受払台帳に記録し３年間保存します。 
エ 給食従事者健康管理簿 

給食に関する衛生管理の万全を期するため、定期の健康診断及び毎月１回の検便

を行い、その記録を保管します。 


